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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本研究の結果は以下に特色がある。 
（１）業種構成の変化による地域変容の経営学分野での既往研究には、商業学における「フォード」
効果がある。これは、イギリスで店舗の高級化が進むという事実を示した現象論であるが、「高級店」
という概念の位置付けとその経済的基礎が明らかになっていなかった。本研究は、各個店に対する詳
細な調査と財務諸表情報の取得を通じて、多数の経営指標の地域再生前後での比較を検討し再生にと
もなって重要性のある指標は「限界利益率」であり、変化は、これを高める方向で普遍的に起こって
いることを解明した。これは、人件費がほぼ一定とすると、地代負担力を高め立地競争に勝つ方向で
あり、自然な結果である。こうした能力を高める方向に誘導することにより、地域再生を促す指針が
得られる。 
（２）しかしながら、申請者は、そのような結果に満足することなく、正常な新陳代謝メカニズムが
あるにもかかわらず、それを作用させることに失敗する事例が多くあることを指摘し、その説明にも
取り組んでいる。市場メカニズムの失敗は、公共セクター問題を除くと、広く「外部性」の存在問題
に帰着される。都市・地域の問題では、集合的な「地域イメージ」や「ブランド」などの形成効果が
代表的なものである。そこで、商業を核とする地域再生においてこれまでなかなか捉えることの難し
かった「地域イメージ」の効果の及ぼす効果を評価した。 
（３）その具体的成果としては「統一的な業種イメージ指数の構築」がある。このような業種ごとの
イメージの研究は、過去に個別事例について、志水などの試みが知られているに過ぎなかった。申請
者の貢献は、都心から地方などの相当異なる条件の地域でも、来訪者は業種に対し非常に共通したイ
メージを保持していることがわかり、これによりかなり汎用的に利用できる業種イメージ指数を構築
できる可能性を示した。これにより、業種変動から簡単に地域イメージを推定できる手法を示唆する。 
（４）また、一方で、地域イメージは、より細かく、来訪者のセグメントごとに、さらに細かい影響
力の違いをもっていることを、テキストマイニングとワード分析という手法で示した。これは、さら
に来訪者をセグメントごとにマーケティングする場合は必要となってくる側面である。 
（５）本研究の第５の成果は、このような「業種イメージ指標」の集計として「地域イメージ総体」
を定義した場合、その当該地域の地価との間の関係が、ヘドニックアプローチと計量経済学の時系列
分析的手法をもちいて、業種イメージ指数から地価へのやや時間的遅れをもった影響であることが示
されたことである。これにより、同時決定（トートロジー）にならず、短期プロセスと長期プロセス、
個々の店舗レベルと集団的（街）レベルの２つの組み合わせで、うまく循環的に作用してフィードバ
ックしている可能性を示した。まちが、単純な新陳代謝機能だけで再生しない場合は、地代能力（市
場原理）は高いがイメージが悪い方向にいく場合と考えられるが、それにより地域マネジメントと地
域計画の必要性を示唆した。 
 以上のプロセスを検証し、三者相互の関連により「地域イメージ形成の相互プロセス」を検証確認
しモデル化した。その結果、①地域再生を考える場合、プラス・イメージ業種の出店誘致やマイナス・
イメージ業種の出店規制などの地域イメージのために地域マネジメントが重要であること、②マネジ
メントにおいて「業種イメージ指標」による地域イメージ測定の方法が有効と考えられること、等の
知見が得られたことから、今後の地域再生への政策的含意としては、本論文で得られた「限界利益率」
と「業種イメージ指標」を指針として地域マネジメントを誘導する可能性が示される。このようなメ
カニズムによって、まちが成長するのか、衰退するのか、そのプロセスが、地代、店舗、イメージの
３者関係により一般的、モデル的な理解が成立する。こうした一般化の試みにより、特殊事例と思わ
れていた地域再生モデルが、他の地域でも広く応用可能になる可能性が出てくる。 
 以上、本研究は、限界利益率と業種イメージ指標という新しい枠組みの導入により、商業立地変動
メカニズムと地域イメージ形成プロセスを通じて、地域再生の背後にある一般的傾向を説明し、地域
政策上の指針もあたえていると判断する。 
 
